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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　植物由来で且つ生分解性の高分子化合物であるポリ乳酸と、下記一般式（Ｉ）で表され
るポリイミド樹脂と、を含有することを特徴とする樹脂組成物。
【化１】

［式中、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分
岐状のアルキル基、又は、アリール基を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ独立に、水素原子
、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、又は、シクロアルキル基を示し
、Ｒ６及びＲ７はそれぞれ独立に、水素原子、又は、炭素数１～６の直鎖状もしくは分岐
状のアルキル基を示し、ｍ及びｎはそれぞれ独立に１～３の整数を示し、ｐ及びｑはそれ
ぞれ独立に１～４の整数を示し、ｒは１～１０００の整数を示す。］
【請求項２】
　前記ポリイミド樹脂が、熱可塑性ポリイミド樹脂である請求項１に記載の樹脂組成物。
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【請求項３】
　リン系難燃剤、シリコーン系難燃剤及び無機粒子系難燃剤からなる群より選択される少
なくとも一種の難燃剤を含有する請求項１又は２に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　難燃剤として水酸化マグネシウムを含有する請求項１～３のいずれか１項に記載の樹脂
組成物。
【請求項５】
　植物由来で且つ生分解性の高分子化合物であるポリ乳酸と、下記一般式（Ｉ）で表され
るポリイミド樹脂と、を含有することを特徴とする樹脂成形体。
【化２】

［式中、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分
岐状のアルキル基、又は、アリール基を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ独立に、水素原子
、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、又は、シクロアルキル基を示し
、Ｒ６及びＲ７はそれぞれ独立に、水素原子、又は、炭素数１～６の直鎖状もしくは分岐
状のアルキル基を示し、ｍ及びｎはそれぞれ独立に１～３の整数を示し、ｐ及びｑはそれ
ぞれ独立に１～４の整数を示し、ｒは１～１０００の整数を示す。］
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の樹脂組成物を成形して得られることを特徴とする
樹脂成形体。
【請求項７】
　樹脂成形体が、事務機器部材であることを特徴とする請求項５又は６に記載の樹脂成形
体。
【請求項８】
　請求項５～７のいずれか１項に記載の樹脂成形体が一部又は全部に用いられたことを特
徴とする筐体。
【請求項９】
　植物由来で且つ生分解性の高分子化合物であるポリ乳酸と、下記一般式（Ｉ）で表され
るポリイミド樹脂と、を混練してそのまま射出成形することを特徴とする樹脂成形体の製
造方法。

【化３】

［式中、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分
岐状のアルキル基、又は、アリール基を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ独立に、水素原子
、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、又は、シクロアルキル基を示し
、Ｒ６及びＲ７はそれぞれ独立に、水素原子、又は、炭素数１～６の直鎖状もしくは分岐
状のアルキル基を示し、ｍ及びｎはそれぞれ独立に１～３の整数を示し、ｐ及びｑはそれ
ぞれ独立に１～４の整数を示し、ｒは１～１０００の整数を示す。］



(3) JP 5076402 B2 2012.11.21

10

20

30

40

50

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂組成物、樹脂成形体、筐体及び樹脂成形体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、地球温暖化、石油枯渇、廃棄物問題に代表される環境問題への取り組みや、持続
型循環社会構築の考え方から、植物由来のバイオマス材料（植物由来高分子化合物）の開
発が盛んに行われている。例えばポリ乳酸は、石油を一切使用せず穀物などから製造され
るバイオマス材料として注目されており、農業用シートや家庭用ゴミ袋などの用途に使用
されている。
【０００３】
　しかしながら、ポリ乳酸等のバイオマス材料は、硬くて脆く、耐熱性が低いといった問
題を有しており、その用途は非常に狭い範囲に限定されてきた。そこで、こうした問題を
改善するため、可塑性及び耐熱性を有する石油系樹脂材料とバイオマス材料とをブレンド
した樹脂組成物が提案されており、この樹脂組成物を携帯型音楽プレーヤーやノートパソ
コン等の筐体に使用することが試みられている。このような樹脂組成物として具体的には
、例えば、ポリカーボネートとポリ乳酸と衝撃改良剤とを含む樹脂組成物が提案されてい
る（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　一方、成形時の金型温度を高温にする方法や、一旦フィルムに成形したものを二軸延伸
する方法等を用いてポリ乳酸等のバイオマス材料を結晶化することにより、その脆さを改
善し、食事トレイや、ＤＶＤ、ＣＤ－ＲＯＭなどのパッケージフィルム等に用いる試みが
なされている。この場合、材料の植物度はほぼ１００％となる。
【特許文献１】特開２００５－４８０６７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記のようにポリ乳酸等のバイオマス材料を結晶化する方法であっても
、機械強度及び耐熱性の向上が未だ不十分である。
【０００６】
　また、上記特許文献１に記載されているポリカーボネートとポリ乳酸とをブレンドした
樹脂組成物では、ポリカーボネートによるポリ乳酸の脆さの改善効果が必ずしも十分では
なく、ポリ乳酸の脆さを改善するためにはポリカーボネートを多量にブレンドする必要が
あるため、樹脂組成物の植物度が低くなって、バイオマス材料本来の目的が十分に達成で
きなくなるという問題がある。
【０００７】
　そこで、本発明は、バイオマス本来の目的である植物度をなるべく損なうことなく、バ
イオマス材料の課題である機械強度及び耐熱性が十分に向上された樹脂成形体を得ること
が可能な樹脂組成物、及びそれを用いた樹脂成形体、筐体、並びに、樹脂成形体の製造方
法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するために、本発明は、植物由来高分子化合物と、ポリイミド樹脂と、
を含有することを特徴とする樹脂組成物を提供する。
【０００９】
　本発明で用いるポリイミド樹脂は、極めて高い耐熱性と機械強度とを有する樹脂である
。このようなポリイミド樹脂を植物由来高分子化合物と混合させることにより、樹脂成形
体を形成した場合にその機械特性及び耐熱性を著しく向上させることができる。また、樹
脂組成物中の植物由来高分子化合物の量を十分に高くしつつ、得られる樹脂成形体の機械
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特性及び耐熱性を良好なものとすることができるため、バイオマス本来の目的である植物
度を十分に高くすることができる。
【００１０】
　また、上記特許文献１に記載されているようなポリカーボネートとポリ乳酸とをブレン
ドした樹脂組成物は、高温高湿環境に弱く、加水分解により樹脂成形体の変形や機械強度
の低下が生じるため、例えば船輸送を伴う用途などには全く使用できないという問題を有
していた。これに対し、本発明の樹脂組成物は、高温高湿環境下での加水分解の発生を十
分に抑制することができ、樹脂成形体の変形や機械強度の低下を十分に抑制することがで
きる。
【００１１】
また、本発明の樹脂組成物において、上記植物由来高分子化合物が生分解性高分子化合物
である。上記植物由来高分子化合物が生分解性高分子化合物であることにより、上記樹脂
組成物を用いて得られる樹脂成形体が産業廃棄物になることがなく、バイオマス材料とし
て特に有用なものとなる。
【００１２】
また、本発明の樹脂組成物において、上記生分解性高分子化合物がポリ乳酸である。植物
由来高分子化合物として生分解性高分子化合物であるポリ乳酸を用いた場合、ポリイミド
樹脂との組み合わせにおいて、上記樹脂組成物を用いて得られる樹脂成形体の機械強度及
び耐熱性を特に高めることができる。この原因については必ずしも定かではないが、ポリ
乳酸末端のカルボキシル基と、ポリイミド樹脂が持つカルボニル基との相互作用により、
ポリ乳酸とポリイミド樹脂の相溶性が強化されるためであると推測している。
【００１３】
　また、本発明の樹脂組成物において、上記ポリイミド樹脂が熱可塑性ポリイミド樹脂で
あることが好ましい。熱可塑性ポリイミド樹脂を用いることで、植物由来高分子化合物と
の相溶性をより良好なものとすることができ、上記樹脂組成物を用いて得られる樹脂成形
体の機械強度及び耐熱性をより向上させることができる。
【００１４】
　また、本発明の樹脂組成物において、上記ポリイミド樹脂が下記一般式（Ｉ）で表され
るポリイミド樹脂である。
【化１】

 
［式中、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分
岐状のアルキル基、又は、アリール基を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ独立に、水素原子
、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、又は、シクロアルキル基を示し
、Ｒ６及びＲ７はそれぞれ独立に、水素原子、又は、炭素数１～６の直鎖状もしくは分岐
状のアルキル基を示し、ｍ及びｎはそれぞれ独立に１～３の整数を示し、ｐ及びｑはそれ
ぞれ独立に１～４の整数を示し、ｒは１～１０００の整数を示す。］
【００１５】
　かかるポリイミド樹脂は、植物由来高分子化合物との相溶性が極めて高く、上記樹脂組
成物を用いて得られる樹脂成形体の機械強度及び耐熱性をより向上させることができる。
【００１６】
　更に、本発明者らは、リン系難燃剤、シリコーン系難燃剤及び無機粒子系難燃剤からな
る群より選択される少なくとも一種の難燃剤を樹脂組成物に加えることにより、ポリイミ
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ド樹脂と植物由来高分子化合物との相溶性が高められることを見出した。そして、上記構
成を有する本発明の樹脂組成物によれば、上記特定の難燃剤を含むことにより、ポリイミ
ド樹脂と植物由来高分子化合物との相溶性を非常に良好なものとすることができるととも
に、両者のアンカー効果も発現して、例えば少量のポリイミド樹脂を混入しただけでも、
樹脂成形体を形成した場合にその機械特性及び耐熱性を著しく向上させることができ、且
つ、十分に高い難燃性を確保することが可能となる。また、樹脂組成物中の植物由来高分
子化合物の量を十分に高くしつつ、得られる樹脂成形体の機械特性、耐熱性及び難燃性を
良好なものとすることができるため、バイオマス本来の目的である植物度を十分に高くす
ることができる。
【００１７】
　本発明の樹脂組成物は、上記難燃剤として水酸化マグネシウムを含有することが好まし
い。水酸化マグネシウムは、環境負荷の点で特に優れているとともに、ポリイミド樹脂及
び植物由来高分子化合物との相溶性に優れ、上記樹脂組成物を用いて得られる樹脂成形体
の機械強度、耐熱性及び難燃性をより向上させることができる。
【００１８】
　本発明はまた、植物由来高分子化合物と、ポリイミド樹脂と、を含有することを特徴と
する樹脂成形体を提供する。かかる樹脂成形体によれば、上述した本発明の樹脂組成物と
同様に、植物由来度合い（植物度）を十分に高くすることが可能であり、環境負荷を十分
に低くすることが可能であるとともに、十分な機械強度及び耐熱性を得ることができる。
また、上記樹脂成形体は、高温高湿環境下での加水分解の発生を十分に抑制することがで
き、変形や機械強度の低下を十分に抑制することができる。
【００１９】
　また、本発明の樹脂成形体において、上記植物由来高分子化合物が生分解性高分子化合
物である。上記植物由来高分子化合物が生分解性高分子化合物であることにより、樹脂成
形体は産業廃棄物になることがなく、バイオマス材料として特に有用なものとなる。
【００２０】
　また、本発明の樹脂成形体において、上記生分解性高分子化合物がポリ乳酸である。植
物由来高分子化合物として生分解性高分子化合物であるポリ乳酸を用いた場合、ポリイミ
ド樹脂との組み合わせにおいて、樹脂成形体の機械強度及び耐熱性を特に高めることがで
きる。この原因については必ずしも定かではないが、ポリ乳酸末端のカルボキシル基と、
ポリイミド樹脂が持つカルボニル基との相互作用により、ポリ乳酸とポリイミド樹脂の相
溶性が強化されるためであると推測している。
【００２１】
　また、本発明の樹脂成形体において、上記ポリイミド樹脂が熱可塑性ポリイミド樹脂で
あることが好ましい。熱可塑性ポリイミド樹脂を用いることで、植物由来高分子化合物と
の相溶性をより良好なものとすることができ、樹脂成形体の機械強度及び耐熱性をより向
上させることができる。
【００２２】
　また、本発明の樹脂成形体において、上記ポリイミド樹脂が下記一般式（Ｉ）で表され
るポリイミド樹脂である。
【化２】

 
［式中、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分
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岐状のアルキル基、又は、アリール基を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ独立に、水素原子
、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、又は、シクロアルキル基を示し
、Ｒ６及びＲ７はそれぞれ独立に、水素原子、又は、炭素数１～６の直鎖状もしくは分岐
状のアルキル基を示し、ｍ及びｎはそれぞれ独立に１～３の整数を示し、ｐ及びｑはそれ
ぞれ独立に１～４の整数を示し、ｒは１～１０００の整数を示す。］
【００２３】
　かかるポリイミド樹脂は、植物由来高分子化合物との相溶性が極めて高く、樹脂成形体
の機械強度及び耐熱性をより向上させることができる。
【００２４】
　また、本発明の樹脂成形体は、リン系難燃剤、シリコーン系難燃剤及び無機粒子系難燃
剤からなる群より選択される少なくとも一種の難燃剤を更に含有することが好ましい。本
発明の樹脂成形体は、上記特定の難燃剤を含むことにより、ポリイミド樹脂と植物由来高
分子化合物との相溶性を非常に良好なものとすることができるとともに、両者のアンカー
効果も発現して、例えば少量のポリイミド樹脂を混入しただけでも、機械特性及び耐熱性
を著しく向上させることができ、且つ、十分に高い難燃性を確保することが可能となる。
また、樹脂成形体中の植物由来高分子化合物の量を十分に高くしつつ、機械特性、耐熱性
及び難燃性を良好なものとすることができるため、バイオマス本来の目的である植物度を
十分に高くすることができる。
【００２５】
　また、本発明の樹脂成形体は、上記難燃剤として水酸化マグネシウムを含有することが
好ましい。水酸化マグネシウムは、環境負荷の点で特に優れているとともに、ポリイミド
樹脂及び植物由来高分子化合物との相溶性に優れ、樹脂成形体の機械強度、耐熱性及び難
燃性をより向上させることができる。
【００２６】
　本発明はまた、上述した本発明の樹脂組成物を成形してなることを特徴とする樹脂成形
体を提供する。かかる樹脂成形体によれば、本発明の樹脂組成物を用いて成形されている
ため、植物由来度合い（植物度）を十分に高くすることが可能であり、環境負荷を十分に
低くすることが可能であるとともに、十分な機械強度及び耐熱性を得ることができる。ま
た、上記樹脂成形体は、高温高湿環境下での加水分解の発生を十分に抑制することができ
、変形や機械強度の低下を十分に抑制することができる。
【００２７】
　また、上述した本発明の樹脂成形体は事務機器部品であることが好ましい。本発明の樹
脂成形体は、機械強度及び耐熱性の双方を高水準で達成できることから、事務機器部品と
して非常に有用である。
【００２８】
　本発明はまた、上述した本発明の樹脂成形体が一部又は全部に用いられたことを特徴と
する筐体を提供する。かかる筐体は、その一部又は全部に本発明の樹脂成形体が用いられ
ているため、機械強度及び耐熱性の双方を高水準で達成することができる。
【００２９】
　本発明は更に、植物由来高分子化合物であるポリ乳酸と、一般式（Ｉ）で表されるポリ
イミド樹脂と、を混練してそのまま射出成形することを特徴とする樹脂成形体の製造方法
を提供する。
【００３０】
　かかる製造方法によれば、本発明の樹脂組成物を構成する各材料同士の極めて高い相溶
性を最大限に生かし、各材料同士の混練と、混練された材料の成形とを一度に行うことが
できるため、消費電力が極めて小さく、より環境負荷が小さくなるばかりか、製造効率も
極めて高くすることができる。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、バイオマス本来の目的である植物度をなるべく損なうことなく、バイ
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オマス材料の課題である機械強度及び耐熱性が十分に向上された樹脂成形体を得ることが
可能な樹脂組成物、及びそれを用いた樹脂成形体、筐体、並びに、樹脂成形体の製造方法
を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
　以下、場合により図面を参照しつつ本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。
なお、図面中、同一又は相当部分には同一符号を付し、重複する説明は省略する。
【００３３】
　本発明の樹脂組成物は、植物由来高分子化合物と、ポリイミド樹脂と、を含有すること
を特徴とするものである。
　但し、本発明では、植物由来高分子化合物としてポリ乳酸が適用され、ポリイミド樹脂
として、一般式（Ｉ）で表されるポリイミド樹脂が適用される。
【００３４】
　ここで、植物由来高分子化合物は、植物由来のものであれば特に限定されるものではな
いが、産業廃棄物を低減する観点から、生分解性高分子化合物であることが好ましい。生
分解性高分子化合物としては、生分解性、即ち、土中や水中の微生物で二酸化炭素と水に
分解される性質を有する高分子であれば特に限定されない。かかる分解性高分子化合物と
して具体的には、デンプン、キトサン、酢酸セルロース、蟻酸セルロースなどのセルロー
ス類、ポリ乳酸、ポリヒドロキシ酪酸、ポリブチレンサクシネート、ポリブチレンアジペ
ート等の脂肪族ポリエステル類などが挙げられる。これらの中でも、ポリイミド樹脂との
相溶性に優れ、より高い機械強度、耐熱性及び難燃性を有する樹脂成形体を形成可能であ
ることから、脂肪族ポリエステル類が好ましい。脂肪族ポリエステル類を用いることによ
り、微量のポリイミド樹脂を配合するだけで、得られる樹脂成形体は汎用エンジニアリン
グプラスチック並の十分な耐熱性が得られるとともに、優れた耐衝撃性が得られる。また
、脂肪族ポリエステル類を用いた樹脂組成物によれば、ポリイミド樹脂におけるイミド末
端と脂肪族ポリエステルとの重縮合性を利用した結合を有する樹脂成形体を得ることがで
き、高温高湿環境下での変形や機械強度の劣化をより十分に抑制することができる。更に
、こうした脂肪族ポリエステル類の中でも、ポリイミド樹脂との相溶性がより優れ、樹脂
成形体の機械強度、耐熱性及び難燃性をより向上できることから、ポリ乳酸が特に好まし
い。これらの植物由来高分子化合物は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いる
ことができる。
【００３５】
　植物由来高分子化合物としてポリ乳酸を用いた場合、ポリイミド樹脂との組み合わせに
おいて、特に高い機械強度、耐熱性及び難燃性を獲得することができる。この原因につい
ては必ずしも定かではないが、ポリ乳酸末端のカルボキシル基と、ポリイミド樹脂が持つ
カルボニル基との相互作用により、ポリ乳酸とポリイミド樹脂の相溶性が強化されるため
であると推測している。
【００３６】
　また、本発明の樹脂組成物において、植物由来高分子化合物としてポリ乳酸を使用する
場合、ポリ乳酸の重量平均分子量は１０００～２０００００であることが好ましく、５０
００～１０００００であることが特に好ましい。重量平均分子量が１０００未満であると
、得られる樹脂成形体の機械強度が低下する傾向があり、２０００００を越えると、ポリ
乳酸の末端基の数が減少し、ポリイミド樹脂との相溶性、アンカー効果が十分に発揮し難
くなる傾向がある。
【００３７】
　本発明の樹脂組成物において、植物由来高分子化合物の含有量は、樹脂組成物全量を基
準として５～９９質量％であることが好ましく、２０～９０質量％であることがより好ま
しい。植物由来高分子化合物の含有量が５質量％未満であると、樹脂組成物の植物度が低
下し、環境負荷低減効果が十分に得られなくなる傾向があり、９９質量％を越えると、得
られる樹脂成形体の機械特性、耐熱性及び難燃性が低下する傾向がある。
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【００３８】
　本発明に用いられるポリイミド樹脂としては、公知のポリイミド樹脂を特に制限なく用
いることができるが、植物由来高分子化合物との相溶性の観点から、熱可塑性ポリイミド
樹脂を用いることが好ましい。
【００３９】
　熱可塑性ポリイミド樹脂の具体例としては、下記一般式（ＩＩ）～（ＩＶ）で表される
無水カルボン酸と、ｐ－フェニレンジアミン、各種シクロヘキサンジアミン、水添ビスフ
ェノールＡ型ジアミン等の公知のジアミンと、からなるポリイミド樹脂などが挙げられる
。
【００４０】
【化３】

 
【００４１】

【化４】

 
【００４２】
【化５】

 
［式（ＩＩ）～（ＩＶ）中、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～１０
の直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、又は、アリール基を示し、Ｒ３は炭素数１～６の
アルキレン基を示し、ｍ及びｎはそれぞれ独立に１～３の整数を示し、ｋは１～４の整数
を示す。］
【００４３】
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　こうした熱可塑性ポリイミド樹脂の中でも、下記一般式（Ｉ）で表されるポリイミド樹
脂が、植物由来高分子化合物及び難燃剤との相溶性が極めて高いため好ましい。また、下
記一般式（Ｉ）で表されるポリイミド樹脂において、ジアミンを水添ビスフェノールＡ型
ジアミンから各種シクロヘキサンジアミンに変えたものも好ましい。
【００４４】
【化６】

 
［式中、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分
岐状のアルキル基、又は、アリール基を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ独立に、水素原子
、炭素数１～１０の直鎖状もしくは分岐状のアルキル基、又は、シクロアルキル基を示し
、Ｒ６及びＲ７はそれぞれ独立に、水素原子、又は、炭素数１～６の直鎖状もしくは分岐
状のアルキル基を示し、ｍ及びｎはそれぞれ独立に１～３の整数を示し、ｐ及びｑはそれ
ぞれ独立に１～４の整数を示し、ｒは１～１０００の整数を示す。］
【００４５】
　なお、上記一般式（Ｉ）中、Ｒ１及びＲ２は水素原子であることが好ましく、Ｒ４及び
Ｒ５はそれぞれ独立に、メチル基又はシクロヘキシル基であることが好ましく、Ｒ６及び
Ｒ７はそれぞれ独立に、水素原子又はメチル基であることが好ましい。
【００４６】
　また、ポリイミド樹脂の重量平均分子量は５０００～２０００００であることが好まし
く、１００００～１０００００であることがより好ましい。重量平均分子量が５０００未
満であると、機械強度及び耐熱性が低下する傾向があり、２０００００を越えると、植物
由来高分子化合物との相溶性が低下し、機械強度が低下する傾向がある。
【００４７】
　これらのポリイミド樹脂は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることがで
きる。
【００４８】
　本発明の樹脂組成物において、ポリイミド樹脂の含有量は、樹脂組成物全量を基準とし
て１～９５質量％であることが好ましく、５～５０質量％であることがより好ましい。ポ
リイミド樹脂の含有量が１質量％未満であると、得られる樹脂成形体の機械特性、耐熱性
及び難燃性が低下する傾向があり、９５質量％を越えると、樹脂組成物の植物度が低下し
、環境負荷低減効果が十分に得られなくなる傾向がある。
【００４９】
　本発明の樹脂組成物を成形材料として用いる場合、特に家電製品や事務機器の成形材料
として用いる場合には、製造者責任の立場から、これらの樹脂成形体には極めて高い難燃
性が要求される。要求される難燃性のレベルは製品によって異なるが、概ねＵＬ９４規格
におけるＶ－２相当以上の難燃性が要求されることが多い。一方、植物由来高分子化合物
の殆どのものがＵＬ９４におけるＶ－２未満の難燃性しか有していない。また、ポリイミ
ド樹脂についても同様である。従って、植物由来高分子化合物とポリイミド樹脂とを含む
樹脂組成物に難燃性を付与するには何らかの難燃剤を添加することが好ましい。
【００５０】
　一般的に難燃剤として最も効果が高いと言われているのが臭素系難燃剤である。しかし
、臭素系難燃剤は燃焼時に有毒ガスを発生する可能性があることから、環境負荷の点で好
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ましくない。一方、リン系、シリコーン系、及び、無機粒子系の難燃剤は環境負荷が小さ
く好ましいが、従来、高分子材料との相溶性が悪いなどの理由から、ブリードを起こした
り、機械強度の低下を招いたり、特にリン系難燃剤は加水分解性が高いといったような課
題があった。そのため、従来、植物由来高分子化合物を含む樹脂組成物を用いた樹脂成形
体において、難燃性と機械強度との両立を果たすことは極めて難しかった。
【００５１】
　しかしながら、植物由来高分子化合物とポリイミド樹脂との混合物は、リン系、シリコ
ーン系、及び、無機粒子系の難燃剤との相溶性に極めて優れるため、特に一般には多量に
添加しないと難燃効果が現れないとされる無機粒子系難燃剤であっても、添加量を抑えな
がら、ＵＬ９４におけるＶ－２レベル相当以上の難燃性を容易に実現することが可能とな
る。
【００５２】
　本発明に使用する難燃剤は、リン系難燃剤、シリコーン系難燃剤及び無機粒子系難燃剤
からなる群より選択される少なくとも一種であり、これらの好適な具体例としては、リン
酸エステル系、縮合リン酸エステル系、リン重合ポリエステル系などのリン系難燃剤、シ
リコーンパウダー、シリコーン樹脂などのシリコーン系難燃剤、水酸化アルミニウム、水
酸化マグネシウムなどの無機粒子系難燃剤などが挙げられる。これらの難燃剤は、１種を
単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００５３】
　これらの中でも、無機粒子系難燃剤が環境負荷の点で最も優れている。従来の樹脂組成
物においては、樹脂成分と無機粒子系難燃剤との相溶性が悪いために、多量の無機粒子系
難燃剤を配合しなければ十分な難燃性を確保できず、その結果、難燃性を確保するために
は機械強度の極端な低下を避けられなかった。これに対し、本発明の樹脂組成物において
は、樹脂組成物中に、極めて極性が高く、更に剛直構造であるがゆえに、その極性基が均
一に分散しているポリイミド樹脂を含んでいるため、植物由来高分子化合物及びポリイミ
ド樹脂と無機粒子系難燃剤との相溶性が極めて高く、少量の無機粒子系難燃剤を配合する
ことで難燃性を十分に確保することができるとともに、植物由来高分子化合物とポリイミ
ド樹脂との相溶性を良好なものとすることができ、得られる樹脂成形体の機械強度及び耐
熱性をも向上させることができる。更に、無機粒子系難燃剤の中でも、より高い相溶性が
得られることから、水酸化マグネシウムが好ましい。
【００５４】
　本発明の樹脂組成物において、難燃剤の含有量は、樹脂組成物全量を基準として１～３
０質量％であることが好ましく、３～１５質量％であることがより好ましい。難燃剤の含
有量が１質量％未満であると、難燃性の向上効果が不十分となる傾向があり、３０質量％
を越えると、機械強度や耐熱性が低下する傾向がある。
【００５５】
　本発明の樹脂組成物は、上述した各成分以外に更に他の添加剤を含有していてもよい。
かかる添加剤としては、例えば、相溶化剤、強化剤、酸化防止剤、耐候剤等が挙げられる
。これらの添加剤の含有量は、本発明の効果を損なわない範囲であれば特に制限されない
が、樹脂組成物全量を基準としてそれぞれ１０質量％以下であることが好ましい。
【００５６】
　以上説明した本発明の樹脂組成物は、植物由来高分子化合物の含有量を高めることがで
きるため、極めて低環境負荷であり、機械強度が十分に高く、耐熱性も十分に高く、且つ
、難燃性もＵＬ－Ｖレベルである樹脂成形体を形成可能であり、成形材料として極めて優
れた材料である。
【００５７】
　次に、本発明の樹脂成形体について説明する。本発明の樹脂成形体は、上記植物由来高
分子化合物と、上記ポリイミド樹脂と、を含有することを特徴とするものであり、本発明
の樹脂組成物と同様に、必要に応じて上記難燃剤や添加剤等を含有してなるものである。
かかる樹脂成形体は、例えば、上述した本発明の樹脂組成物を成形して得られるものであ
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り、例えば、本発明の樹脂組成物を、射出成形、射出圧縮成形、プレス成形、押出成形、
ブロー成形、カレンダ成形、コーテイング成形、キャスト成形、ディッピング成形などの
公知の方法により成形することで得ることができる。
【００５８】
　本発明の樹脂成形体の用途は特に制限されないが、具体例として、例えば、家電製品や
事務機器などの筐体又はそれらの各種部品、ラッピングフィルム、ＣＤ－ＲＯＭやＤＶＤ
などの収納ケース、食器類、食品トレイ、飲料ボトル、薬品ラップ材などが挙げられる。
【００５９】
　本発明の樹脂成形体は、本発明の樹脂組成物を用いて成形しているため、植物由来度合
い（植物度）を十分に高くすることが可能であり、環境負荷を十分に低くすることが可能
である。従来、植物度を高くした樹脂成形体は、機械強度及び耐熱性が低いため家電製品
や事務機器筐体には使用できず、用途が極めて限定されていた。これに対し、本発明の樹
脂成形体は、植物度を十分に高くした場合（例えば、樹脂組成物中の植物由来高分子化合
物の含有量を３０質量％以上とした場合）であっても、十分な機械強度、及び、十分な耐
熱性を得ることができ、更に、高温高湿環境下における十分な耐久性をも得ることができ
る。こうした優れた特性を有する本発明の樹脂成形体は、機械強度の極めて高いポリイミ
ド樹脂が、植物由来高分子化合物と極めて高い相溶性を示すことを見出し、本発明者らの
鋭意努力によって完成したものである。本発明の樹脂成形体は、機械強度及び耐熱性が高
く、高温高湿での耐久性に優れ、更に特定の難燃剤を加えることでＵＬ－Ｖレベルの難燃
性を容易に得ることができるため、例えば、家電製品や事務機器の筐体、各種部品などに
特に好適に使用することができる。
【００６０】
　図１は、本発明の樹脂成形体の一実施形態に係る筐体及び事務機器部品を備える画像形
成装置を、前側から見た外観斜視図である。図１の画像形成装置１００は、本体装置１１
０の前面にフロントカバー１２０ａ，１２０ｂを備えている。これらのフロントカバー１
２０ａ，１２０ｂは、ユーザーが装置内にアクセスできるよう開閉可能となっている。こ
れにより、ユーザーは、トナーが消耗したときにトナーを補充したり、消耗したプロセス
カートリッジを交換したり、装置内でジャムが発生したときに詰まった用紙を取り除いた
りすることができる。図１には、フロントカバー１２０ａ，１２０ｂが開かれた状態の装
置が示されている。
【００６１】
　本体装置１１０の上面には、用紙サイズや部数等の画像形成に関わる諸条件がユーザー
からの操作によって入力される操作パネル１３０、及び、読み取られる原稿が配置される
コピーガラス１３２が設けられている。また、本体装置１１０は、その上部に、コピーガ
ラス１３２上に原稿を自動的に搬送することができる自動原稿搬送装置１３４を備えてい
る。更に、本体装置１１０は、コピーガラス１３２上に配置された原稿画像を走査して、
その原稿画像を表わす画像データを得る画像読取装置を備えている。この画像読取装置に
よって得られた画像データは、制御部を介して画像形成ユニットに送られる。なお、画像
読取装置及び制御部は、本体装置１１０の一部を構成する筐体１５０の内部に収容されて
いる。また、画像形成ユニットは、着脱可能なプロセスカートリッジ１４２として筐体１
５０に備えられている。プロセスカートリッジ１４２の着脱は、操作レバー１４４を回す
ことによって可能となる。
【００６２】
　本体装置１１０の筐体１５０には、トナー収容部１４６が取り付けられており、トナー
供給口１４８からトナーを補充することができる。トナー収容部１４６に収容されたトナ
ーは現像装置に供給されるようになっている。
【００６３】
　一方、本体装置１１０の下部には、用紙収納カセット１４０ａ，１４０ｂ，１４０ｃが
備えられている。また、本体装置１１０には、一対のローラで構成される搬送ローラが装
置内に複数個配列されることによって、用紙収納カセットの用紙が上部にある画像形成ユ
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ニットまで搬送される搬送経路が形成されている。なお、各用紙収納カセットの用紙は、
搬送経路の端部近傍に配置された用紙取出し機構によって１枚ずつ取り出されて、搬送経
路へと送り出される。また、本体装置１１０の側面には、手差しの用紙トレイ１３６が備
えられており、ここからも用紙を供給することができる。
【００６４】
　画像形成ユニットによって画像が形成された用紙は、本体装置１１０の一部を構成する
筐体１５２によって支持された相互に当接する２個の定着ロールの間に順次移送された後
、本体装置１１０の外部に排紙される。本体装置１１０には、用紙トレイ１３６が設けら
れている側と反対側に排出トレイ１３８が複数備えられており、これらのトレイに画像形
成後の用紙が排出される。
【００６５】
　画像形成装置１００において、フロントカバー１２０ａ，１２０ｂは、開閉時の応力及
び衝撃、画像形成時の振動、画像形成装置内で発生する熱などの負荷を多く受ける。また
、プロセスカートリッジ１４２は、着脱の衝撃、画像形成時の振動、画像形成装置内で発
生する熱などの負荷を多く受ける。また、筐体１５０及び筐体１５２は、画像形成時の振
動、画像形成装置内で発生する熱などの負荷を多く受ける。そのため、十分に高い機械的
強度及び耐熱性を有する本発明の樹脂成形体は、画像形成装置１００のフロントカバー１
２０ａ，１２０ｂ、プロセスカートリッジ１４２の外装、筐体１５０、及び筐体１５２等
として用いられるのが好適である。
【００６６】
　本発明の樹脂成形体の製造方法については、例えば既に述べたような公知の成形方法を
用いることができるが、植物由来高分子化合物と、ポリイミド樹脂と、を混練してそのま
ま射出成形する方法を用いることが好ましい。このように、材料の混練及び樹脂成形体の
成形を連続して行う成形方法は、本発明の樹脂組成物を構成する各材料同士の極めて高い
相溶性を最大限に生かした成形方法である。従来の成形方法では、例えば、各材料同士を
混練して一旦ペレット化し、そのペレットを射出成形機に投入して成形するといった２段
階の方法を用いていた。これに対し、本発明の樹脂成形体の製造方法では、通常２段階で
実施する必要がある各材料同士の混練と、混練された材料の成形とを一度に行うことがで
き、消費電力が極めて小さく、より環境負荷が小さくなるばかりか、製造効率も極めて高
くすることができる。
【００６７】
　また、特に優れた難燃性を有する樹脂成形体を得る観点から、本発明の樹脂成形体の製
造方法は、植物由来高分子化合物と、ポリイミド樹脂と、リン系難燃剤、シリコーン系難
燃剤及び無機粒子系難燃剤からなる群より選択される少なくとも一種の難燃剤と、を混練
してそのまま射出成形する方法であることが好ましい。
【００６８】
　また、本発明の樹脂成形体の製造方法における製造条件は、材料の組成にもよるが、シ
リンダ温度は１８０～２８０℃であることが好ましく、金型温度は２０～１４０℃である
ことが好ましく、冷却時間は１０～１２０ｓであることが好ましい。
【実施例】
【００６９】
　以下、実施例及び比較例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。
　但し、実施例６～７、１５～１６は、参考例に該当する例である。
【００７０】
　（実施例１）
　ポリ乳酸樹脂（三井化学社製、レイシアＨ－１００、重量平均分子量９００００）６０
質量部、下記表１中の化合物（１－１）として示す構造の繰り返し単位からなるポリイミ
ド樹脂（重量平均分子量３５０００）１０質量部、及び、水酸化マグネシウム（神島化学
工業社製、１０Ａ）３０質量部を射出成形機（日精樹脂工業社製、ＥＸ－５００）に投入
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し、これらの材料からなる樹脂組成物を射出成形機内で混練しながら、シリンダ温度２２
０℃、金型温度１００℃の条件で射出成形して、ＩＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ４０
ｍｍ、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１ＨＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ
）試験片とを得た。
【００７１】
　上記ＩＳＯ多目的ダンベル試験片を用いて、引張強度、破断伸び及び曲げ弾性率をイン
ストロン試験機（東洋精機社製、ストログラフＶＥ１０Ｄ）により、シャルピー耐衝撃強
度をデジタル耐衝撃試験装置（東洋精機社製、ＤＧ－Ｃ）によりそれぞれ測定した。また
、上記ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１ＨＤＴ試験片を用いて、熱変形温度（０．４５ＭＰａ）を
ＨＤＴ試験装置（東洋精機社製、Ｅモデル）により測定した。また、ＵＬ９４―Ｖ燃焼試
験は、上記ＵＬ試験片を用いて、ＪＩＳ　Ｚ２３９１に従い垂直燃焼試験により実施した
。なお、燃焼試験の結果は、合格の場合はＶ－０、Ｖ－１、Ｖ－２の順で高いレベルとし
、これらに達しないものを不合格とした。結果を表２に示す。
【００７２】
　（実施例２）
　ポリ乳酸樹脂（三井化学社製、レイシアＨ－１００、重量平均分子量９００００）３５
質量部、下記表１中の化合物（１－１）として示す構造の繰り返し単位からなるポリイミ
ド樹脂（重量平均分子量４００００）３５質量部、及び、水酸化マグネシウム（堺化学社
製、ＭＧＺ５）３０質量部を射出成形機（日精樹脂工業社製、ＥＸ－５００）に投入し、
これらの材料からなる樹脂組成物を射出成形機内で混練しながら、シリンダ温度２４０℃
、金型温度１００℃の条件で射出成形して、ＩＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ４０ｍｍ
、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１ＨＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ）試
験片とを得た。これらの試験片を用い、実施例１と同様の評価を実施した。結果を表２に
示す。
【００７３】
　（実施例３）
　ポリ乳酸樹脂（三井化学社製、レイシアＨ－１００、重量平均分子量９００００）８０
質量部、下記表１中の化合物（１－１）として示す構造の繰り返し単位からなるポリイミ
ド樹脂（重量平均分子量２８０００）１０質量部、及び、水酸化マグネシウム（堺化学社
製、ＭＧＺ５）１０質量部を射出成形機（日精樹脂工業社製、ＥＸ－５００）に投入し、
これらの材料からなる樹脂組成物を射出成形機内で混練しながら、シリンダ温度２１０℃
、金型温度１００℃の条件で射出成形して、ＩＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ４０ｍｍ
、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１ＨＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ）試
験片とを得た。これらの試験片を用い、実施例１と同様の評価を実施した。結果を表２に
示す。
【００７４】
　（実施例４）
　ポリ乳酸樹脂（三井化学社製、レイシアＨ－１００、重量平均分子量９００００）４０
質量部、下記表１中の化合物（１－１）として示す構造の繰り返し単位からなるポリイミ
ド樹脂（重量平均分子量２９０００）１０質量部、及び、水酸化マグネシウム（堺化学社
製、ＭＧＺ５）５０質量部を射出成形機（日精樹脂工業社製、ＥＸ－５００）に投入し、
これらの材料からなる樹脂組成物を射出成形機内で混練しながら、シリンダ温度２２０℃
、金型温度１００℃の条件で射出成形して、ＩＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ４０ｍｍ
、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１ＨＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ）試
験片とを得た。これらの試験片を用い、実施例１と同様の評価を実施した。結果を表２に
示す。
【００７５】
　（実施例５）
　下記表１中の化合物（１－１）として示す構造の繰り返し単位からなるポリイミド樹脂
１０質量部に代えて、下記表１中の化合物（１－２）として示す構造の繰り返し単位から



(14) JP 5076402 B2 2012.11.21

10

20

30

40

50

なるポリイミド樹脂（重量平均分子量５６０００）１０質量部を用いた以外は実施例１と
同様にして、ＩＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ４０ｍｍ、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ
７１９１－１ＨＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ）試験片とを得た。これらの試験片
を用い、実施例１と同様の評価を実施した。結果を表２に示す。
【００７６】
　（実施例６）
　下記表１中の化合物（１－１）として示す構造の繰り返し単位からなるポリイミド樹脂
１０質量部に代えて、下記表１中の化合物（１－３）として示す構造の繰り返し単位から
なるポリイミド樹脂（重量平均分子量１２０００）１０質量部を用いた以外は実施例１と
同様にして、ＩＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ４０ｍｍ、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ
７１９１－１ＨＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ）試験片とを得た。これらの試験片
を用い、実施例１と同様の評価を実施した。結果を表２に示す。
【００７７】
　（実施例７）
　下記表１中の化合物（１－１）として示す構造の繰り返し単位からなるポリイミド樹脂
１０質量部に代えて、下記表１中の化合物（１－４）として示す構造の繰り返し単位から
なるポリイミド樹脂（重量平均分子量８８０００）１０質量部を用いた以外は実施例１と
同様にして、ＩＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ４０ｍｍ、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ
７１９１－１ＨＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ）試験片とを得た。これらの試験片
を用い、実施例１と同様の評価を実施した。結果を表２に示す。
【００７８】
　（実施例８）
　ポリ乳酸樹脂（三井化学社製、レイシアＨ－１００、重量平均分子量９００００）７０
質量部、下記表１中の化合物（１－１）として示す構造の繰り返し単位からなるポリイミ
ド樹脂（重量平均分子量６３０００）１０質量部、及び、リン酸エステル系難燃剤（大八
化学社製、ＣＲ－７４１）２０質量部を射出成形機（日精樹脂工業社製、ＥＸ－５００）
に投入し、これらの材料からなる樹脂組成物を射出成形機内で混練しながら、シリンダ温
度２２０℃、金型温度１００℃の条件で射出成形して、ＩＳＯ多目的ダンベル試験片（厚
さ４０ｍｍ、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１ＨＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．
０ｍｍ）試験片とを得た。これらの試験片を用い、実施例１と同様の評価を実施した。結
果を表２に示す。
【００７９】
　（実施例９）
　ポリ乳酸樹脂（三井化学社製、レイシアＨ－１００、重量平均分子量９００００）７０
質量部、下記表１中の化合物（１－１）として示す構造の繰り返し単位からなるポリイミ
ド樹脂（重量平均分子量５５０００）１０質量部、及び、シリコーン系難燃剤（カネカ社
製、カネカエースＸＳ）２０質量部を射出成形機（日精樹脂工業社製、ＥＸ－５００）に
投入し、これらの材料からなる樹脂組成物を射出成形機内で混練しながら、シリンダ温度
２２０℃、金型温度１００℃の条件で射出成形して、ＩＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ
４０ｍｍ、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１ＨＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０
ｍｍ）試験片とを得た。これらの試験片を用い、実施例１と同様の評価を実施した。結果
を表２に示す。
【００８０】
　（比較例１）
　ポリ乳酸（三井化学社製、レイシアＨ－１００、重量平均分子量９００００）７０質量
部、及び、水酸化マグネシウム（堺化学社製、ＭＧＺ５）３０質量部を射出成形機（日精
樹脂工業社製、ＥＸ－５００）に投入し、これらの材料からなる樹脂組成物を射出成形機
内で混練しながら、シリンダ温度１７０℃、金型温度１００℃の条件で射出成形して、Ｉ
ＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ４０ｍｍ、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１Ｈ
ＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ）試験片とを得た。これらの試験片を用い、実施例
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【００８１】
　（比較例２）
　ポリ乳酸（三井化学社製、レイシアＨ－１００、重量平均分子量９００００）８０質量
部、及び、リン系難燃剤（大八化学社製、ＣＲ－７５１）２０質量部を射出成形機（日精
樹脂工業社製、ＥＸ－５００）に投入し、これらの材料からなる樹脂組成物を射出成形機
内で混練しながら、シリンダ温度１７０℃、金型温度１００℃の条件で射出成形して、Ｉ
ＳＯ多目的ダンベル試験片（厚さ４０ｍｍ、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１Ｈ
ＤＴ試験片と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ）試験片とを得た。これらの試験片を用い、実施例
１と同様の評価を実施した。結果を表２に示す。
【００８２】
　（比較例３）
　ポリ乳酸（三井化学社製、レイシアＨ－１００、重量平均分子量９００００）４０質量
部、ポリカーボネート（帝人化成社製、パンライトＬ－１２２５Ｙ）３０質量部、及び、
水酸化マグネシウム（堺化学社製、ＭＧＺ５）３０質量部を射出成形機（日精樹脂工業社
製、ＥＸ－５００）に投入し、これらの材料からなる樹脂組成物を射出成形機内で混練し
ながら、シリンダ温度２３０℃、金型温度１００℃の条件で射出成形して、ＩＳＯ多目的
ダンベル試験片（厚さ４０ｍｍ、幅１０ｍｍ）と、ＪＩＳ　Ｋ７１９１－１ＨＤＴ試験片
と、ＵＬ（厚さ２．０ｍｍ）試験片とを得た。これらの試験片を用い、実施例１と同様の
評価を実施した。結果を表２に示す。
【００８３】

【表１】

 
【００８４】
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【表２】

 
【００８５】
　表２に示した結果から明らかなように、本発明の樹脂組成物及び樹脂成形体（実施例１
～９）は、植物由来高分子化合物を主成分とし、環境負荷を極めて低いものとしつつ、比
較例１～３の樹脂組成物及び樹脂成形体と比較して、十分に高い機械強度を有し、耐熱性
にも優れ、且つ、十分な難燃性を有していることが確認された。
【００８６】
　（実施例１０～１８及び比較例４～６）
　実施例１０～１８及び比較例４～６のそれぞれについて、実施例１～９及び比較例１～
３のそれぞれの組成及び条件で樹脂組成物を射出成形し、カラー複合機（富士ゼロックス
社製、ＤｏｃｕＣｅｎｔｒｅ　Ｃｏｌｏｒ５００）のフロントカバーを成形した。このフ
ロントカバーについて、鋼球落下試験（５０ｍｍφ、５０ｇの鋼球を樹脂成形体の１００
ｃｍ上から落下、１０回行って割れた回数で評価）を行った。また、得られたフロントカ
バーについて、温度６０℃、湿度８５％で５００時間の耐久試験（経時試験）を実施し、
変形の有無を目視にて評価した。結果を表３に示す。
【００８７】
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【表３】

 
【００８８】
　表３に示した結果から明らかなように、本発明の樹脂組成物からなる樹脂成形体として
の事務機器部品（実施例１０～１８）は、比較例４～６の事務機器部品と比較して、鋼球
落下試験に耐える十分な機械強度を有し、高温高湿環境下での耐久性にも優れていること
が確認された。
【図面の簡単な説明】
【００８９】
【図１】本発明の樹脂成形体の一実施形態に係る筐体及び事務機器部品を備える画像形成
装置の外観斜視図である。
【符号の説明】
【００９０】
　１００…画像形成装置、１１０…本体装置、１２０ａ，ｂ…フロントカバー、１４２…
プロセスカートリッジ、１５０，１５２…筐体。
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